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【用語の解説】 

本基礎資料を取りまとめる際に用いた地域を表す用語の概念及び統計資料等の集計範囲は、以下の

とおりとした。 

①「関係県」 ：栃木県全域、群馬県全域

②「関係市町」：渡良瀬川中央地区の受益地に関係する現在の市町（足利市
あ し か が し

、栃木市
と ち ぎ し

、桐生市
き り ゅ う し

、 

太田市 E

お お た し

A、AE館林市 E

たてばやしし

A、みどり市、AE板倉町 E

いたくらまち

A、AE大泉町 E

おおいずみまち

A、AE邑楽町 E

お う ら ま ち

A） 

③「本地域」  ：渡良瀬川中央地区の受益地に関係する旧市町 ※

※「旧」は、いわゆる「平成の大合併」前の市町村名 

④「本地区」  ：渡良瀬川中央地区の受益地又は関係する農業集落

なお、関係市町の合併状況は以下のとおりである。

《事業着手時(H12)》  《事後評価時(H28)》 

〔栃木県〕 

〔群馬県〕 

注）青色着色は、受益地に関係する市町名である。 



第１章 事業の概要 

１．事業の背景と目的 

（１）事業の背景

本地区は、栃木県南部及び群馬県東部に位置し、渡良瀬川と利根川に挟まれた栃

木県足利市、栃木市、群馬県の桐生市、太田市、館林市、みどり市、板倉町、大泉

町、邑楽町の６市３町にまたがる農地約 9,400haの稲作を主体とした農業地帯であ

り、上流部はなだらかに傾斜した扇状地、下流部は渡良瀬遊水池に隣接する低平地

で洪水時には機械排水に依存している地区である。 

また、本地区の農業用用排水施設は昭和 46年度から国営渡良瀬川沿岸事業のほ

か、県営事業等により整備されたが、その後の住宅開発等による洪水の流出形態の

変化及び地盤沈下の進行等の他動的要因等に起因して、農業用用排水施設の機能が

低下し、台風等の大雨時には、広範囲にわたり農地に溢水、湛水被害が発生してい

たことから、平成 12 年度に国営総合農地防災事業に着手することとなった。 

平成９年及び 10年の湛水被害の状況（板倉町、邑楽町） 

出典：渡良瀬川中央農地防災事業パンフレット 

1



（２）事業の目的

本事業及び附帯県営事業により、地区内の農業用用排水施設の整備を行い、農地

への溢水、湛水を未然に防止することにより、農業生産の維持と農業経営の安定を

図り、もって国土の保全に資することを目的とする。 

２．事業の概要 

（１）国営事業の概要

項  目 内    容 

事 業 名 国営総合農地防災事業 

地 区 名 渡良瀬川中央 

関係市町 
栃木県足利市、栃木市 

群馬県桐生市、太田市、館林市、みどり市、板倉町、大泉町、邑楽町 

受益面積 9,400ha（計画時点：平成 12年） 

受益者数 16,915 人（計画時点：平成 12年） 

事業期間 平成 12 年度～平成 22年度（完了公告：平成 23年 10月 7日） 

事 業 費 24,271 百万円（決算額） 

主要工事 

排水機場 １箇所 

邑楽 E

お う ら

AAE東部 E

と う ぶ

A第１排水機場 

排水路 L=18.4km 

AE長堀 E

ながほり

AAE支線 E

し せ ん

AA E直接 E

ちょくせつ

A排水路 L=4.8km、AE長堀 E

ながほり

AAE支線 E

し せ ん

A排水路   L=2.5km 

AE庚申 E

こうしん

AAE堀 E

ぼ り

A排水路  L=2.4km、AE鶴巻 E

つるまき

AAE川 E

が わ

A排水路     L=1.0km 

AE矢場 E

や ば

AAE幹線 E

かんせん

A用水路 L=1.8km、AE韮川 E

にらがわ

A排水路    L=1.9km 

AE廃 E

は い

AAE川 E

せ ん

AAE堀 E

ぼ り

A排水路   L=3.9km、AE廃 E

は い

AAE川 E

せ ん

AAE堀 E

ぼ り

AAE連絡 E

れんらく

A水路  L=0.1km、 

遊水池 10 箇所 

長堀六千石
ながほりろくせんごく

遊水地、大谷幹線
お お や か ん せ ん

遊水池、常光寺
じょうこうじ

遊水池、 

常光寺 E

じょうこうじ

A（第２）遊水池、AE早川 E

さ が わ

AAE田 E

だ

A遊水池、AE矢場幹線 E

や ば か ん せ ん

A遊水池、 

AE韮川 E

にらがわ

A遊水池、AE神 E

か み

Aの AE前 E

ま え

A・AE神明堀 E

しんめいぼり

A遊水池、AE仲伊谷田 E

な か い や だ

AAE承水溝 E

しょうすいこう

A遊水池、 

AE大箇野幹線 E

お お か の か ん せ ん

A遊水池 

出典：渡良瀬川中央地区技術資料（平成 23年 3月） 
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（２）関連事業の実施状況

【平成 28年度末時点】 

事業名 地区名 

受益 

面積

(ha) 

事業費（百万円） 

工期 
進捗率（％） 

③＝②/①✕100
計画 

① 

実績（H28）

② 

国営附帯 

県営農地 

防災事業 

渡良瀬川中央 1期 711 2,736 2,736 H13～H26 100% 

渡良瀬川中央 2期 

292 

1,800 1,800 H14～H20 100% 

渡良瀬川中央 2-2 期 1,262 1,262 H21～H27 100% 

渡良瀬川中央 3期 

504 

730 730 H15～H21 100% 

渡良瀬川中央 3-2 期 611 611 H22～H27 100% 

渡良瀬川中央 4期 249 2,914 1,860 H18～H30 63.8% 

計 1,756 10,053 8,999 89.5% 

出典：群馬県調べ 
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 （３）事業概要図
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第２章 評価項目 

１．社会経済情勢の変化 

（１）人口等の動向

① 総人口の動向

関係市町の総人口は、平成７年の 893,819人から平成 27年の 853,400人へと 4.5％

（40,419人）減少しており、関係県全体（平成７年：3,987,930人、平成 27年：

3,947,370人、1.0％減少）と比較して減少率は 3.5ポイント高くなっている。 

また、関係市町の関係県全体に占める割合は、平成７年の 22.4％から平成 27年の

21.6％へと減少している。 

【総人口の推移】 

出典：「国勢調査」 

【総人口の動向】 （単位：人）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

関係市 893,819 894,713 886,127 870,216 853,400

関係県 3,987,930 4,029,669 4,040,766 4,015,751 3,947,370

【関係市が関係県に占める割合】 （単位：％）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

割　合 22.4 22.2 21.9 21.7 21.6

893,819 894,713 886,127 870,216 853,400 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（人） 関係市町

3,987,930 4,029,669 4,040,766 4,015,751 3,947,370 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（人） 関係県
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② 総世帯数の動向

関係市町の総世帯数は、平成７年の 286,934 世帯から平成 27 年の 332,374 世帯へと

15.8％（45,440戸）増加しており、関係県全体（平成７年：1,276,010世帯、平成 27年：

1,519,566世帯、19.1％増加）と比較して増加率は 3.3ポイント低くなっている。 

総人口と総世帯数より求めた戸当たり世帯員数を見ると、関係市町では平成７年の 3.1

人から平成 27 年の 2.6 人に、関係県全体では平成７年の 3.1 人から平成 22 年の 2.6 人

と同様に減少している。 

【総世帯数の推移】 

出典：「国勢調査」 

【世帯数の動向】 （単位：世帯）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

関係市 286,934 303,483 314,428 322,590 332,374

関係県 1,276,010 1,362,551 1,435,549 1,501,360 1,519,556

【戸当たり世帯員数の動向】 （単位：人/戸）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

関係市 3.1 3.0 2.8 2.7 2.6

関係県 3.1 3.0 2.8 2.7 2.6

1,276,010 
1,362,551 1,435,549

1,501,360 1,519,556 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（世帯） 関係県

286,934 303,483 314,428 322,590 
332,374 

0

100,000

200,000

300,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（世帯） 関係市町

3.1 
3.0 

2.8 
2.7 

2.6 

3.1 
3.0 

2.8 

2.7 
2.6 

2.0

2.5

3.0

3.5

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（人/戸） 戸当たり世帯員数の動向

関係市 関係県
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③ 産業別就業人口の動向 

関係市町の就業人口は、平成７年の 468,994人から平成 27年の 403,035人へと 14.1％

（65,959人）減少しており、関係県全体（平成７年：2,091,778人、平成 27年：1,865,733

人、10.8％減少）と比較して減少率は 3.3ポイント高くなっている。 

第１次産業について見ると、平成７年の28,275人から平成27年の15,921人へと43.7％

（12,354 人）減少しており、関係県全体（平成７年：170,500 人、平成 27 年：101,120

人、40.7％減少）と比較して、減少率は 3.0ポイント高くなっている。 

 

【産業別就業人口の推移】 

 

 

産業別就業人口の割合】 
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出典：「国勢調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【産業別就業人口の動向】

　<関係市> （単位：人）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

第1次産業 28,275 24,455 22,167 17,678 15,921

第2次産業 214,496 200,603 174,547 152,944 152,078

第3次産業 226,223 237,455 250,053 246,536 235,036

合　計 468,994 462,513 446,767 417,158 403,035

　<関係県> （単位：人）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

第1次産業 170,500 147,029 135,635 106,547 101,120

第2次産業 790,501 752,361 664,463 598,062 594,039

第3次産業 1,130,777 1,178,948 1,232,620 1,237,920 1,170,574

合　計 2,091,778 2,078,338 2,032,718 1,942,529 1,865,733

【産業別就業人口の割合】

　<関係市> （単位：％）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

第1次産業 6.0 5.3 4.9 4.2 4.0

第2次産業 45.7 43.4 39.1 36.7 37.7

第3次産業 48.3 51.3 56.0 59.1 58.3

合　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　<関係県> （単位：％）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

第1次産業 8.1 7.1 6.7 5.5 5.4

第2次産業 37.8 36.2 32.7 30.8 31.8

第3次産業 54.1 56.7 60.6 63.7 62.7

合　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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（２）産業別産出額の動向

農業産出額、製造品出荷額、商品販売額を合計した全体の産出額について、関係市町は

平成７年の 7 兆 3,826 億円から平成 17 年の 6 兆 7,238 億円へと 8.9％減少しているが、

関係県全体（平成７年：28 兆 7,082億円、平成 17年：28兆 1,033億円、2.1％減少）と

比較して減少率は 6.8 ポイント低くなっている。 

関係市町の農業産出額は、平成７年の 972億円から平成 17年の 724億円へと 25.5％減

少しており、関係県全体（平成７年：5,502億円、平成 17年：4,941億円、10.2％減少）

と比較しても減少率は 15.3 ポイント高くなっている。 

産業別の産出額の割合を見ると、関係市町及び関係県全体ともに農業産出額の割合が

減少し、製造品出荷額の割合が増加している。 

また、農業産出額の全体に占める割合（平成 17 年）は、関係市町 1.1％、関係県全体

1.8％となっている。 

【産業別産出額の推移】 

【産業別産出額の割合】 
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注１）平成 22 年以降の農業産出額は、平成 19 年以降市町村別の公表がないため、関係県の数値

のみ整理した。 

注２）製造品出荷額及び商品販売額は、上記出典資料が毎年の調査ではないため、直近年の数値

で整理した。 

出典：農業産出額:「生産農業所得統計」 

                             製造品出荷額:「工業統計調査」、商品販売額:「商業統計調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【産業別産出額の動向】

　〈関係市〉 （単位：百万円）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

農業産出額 97,229 84,260 72,377

製造品出荷額等 4,969,513 4,493,885 4,742,922 4,575,529 5,316,534

商品販売額 2,315,847 2,183,657 1,908,527 2,026,800 1,788,947

合　計 7,382,589 6,761,802 6,723,826

　〈関係県〉 （単位：百万円）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

農業産出額 550,199 503,470 494,100 477,800 527,300

製造品出荷額等 15,779,278 14,888,375 16,091,213 15,985,935 16,657,290

商品販売額 12,378,710 12,323,516 11,517,994 12,480,356 10,720,965

合　計 28,708,187 27,715,361 28,103,307 28,944,091 27,905,555

【産業別産出額の割合】

　〈関係市〉 （単位：％）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

農業産出額 1.3 1.2 1.1

製造品出荷額等 67.3 66.5 70.5 69.3 74.8

商品販売額 31.4 32.3 28.4 30.7 25.2

合　計 100.0 100.0 100.0

　〈関係県〉 （単位：％）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

農業産出額 1.9 1.8 1.8 1.7 1.9

製造品出荷額等 55.0 53.7 57.2 55.2 59.7

商品販売額 43.1 44.5 41.0 43.1 38.4

合　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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（３）地域農業の動向

① 耕地面積の動向

関係市町の耕地面積は、平成７年の 32,951haから平成 27年の 27,845haへと 15.5％減

少しており、関係県全体（平成７年：225,400ha、平成 27 年：196,500ha、12.8％減少）

と比較して減少率は 2.7ポイント高くなっている。地目別には、関係市町及び関係県全体

ともに畑の減少率が田より大きい。  

地目別の割合は、平成 27年で関係市町が田 69.7％、畑 30.3％、関係県全体が田 63.2％、

畑 36.8％となっており、関係市町の方が田の割合が高い。 

【耕地面積の推移】 

出典：耕地面積統計 

【耕地面積の推移】

＜関係市町＞ （単位：ha）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

田 22,829 22,115 20,691 19,862 19,403 △ 15.0

畑 10,122 9,248 9,259 8,969 8,442 △ 16.6

合　計 32,951 31,363 29,950 28,831 27,845 △ 15.5

＜関係県＞ （単位：ha）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

田 139,800 136,100 131,600 127,000 124,200 △ 11.2

畑 85,600 80,400 76,900 75,600 72,300 △ 15.5

合　計 225,400 216,500 208,500 202,600 196,500 △ 12.8
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② 専兼業別農家数の動向 

関係市町の農家数は、平成７年の 22,327戸から平成 27年の 10,444 戸へと 53.3％減少

しており、関係県全体（平成７年：128,232戸、平成 27年：65,330戸、49.1％減少）と

比較して減少率は 4.2 ポイント高くなっている。  

専業農家数は 3,591 戸から 3,650 戸と 59 戸（1.6％）増加しており、関係県全体でも

19,192 戸から 20,796戸と 1,604 戸（8.4％）増加している。 

 

【専兼業別農家数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【専兼業別農家数の割合】 
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注）販売農家の値 

出典：農林業センサス 

 

 

③ 経営規模別農家数の動向 

関係市町の経営規模別農家数は、平成７年から平成 27年にかけて 5.0ha未満の農家数

が減少し、5.0ha 以上の農家数が増加している。  

5.0ha 以上の農家数を見ると、関係市町は平成７年の 165 戸から平成 27 年の 608 戸へ

と 268.5％増加しており、関係県全体（平成７年：3,335戸、平成 27年：5,206戸、56.1％

増加）と比較して増加率は 212.4 ポイント高くなっている。 また、平成 27年の関係市町

の 5.0ha 以上の農家割合は 5.8％となっており、関係県全体（8.0％）と比較して 2.2 ポ

イント低くなっている。 

 

【経営規模別農家数の推移】 

 

【専兼業別農家数の推移】

＜本地域＞ （単位：戸）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

専業農家 3,591 3,502 3,689 3,703 3,650 1.6

第1種兼業農家 4,685 3,060 2,931 1,949 1,506 △ 67.9

第2種兼業農家 14,096 12,144 9,123 7,321 5,288 △ 62.5

合　計 22,372 18,706 15,743 12,973 10,444 △ 53.3

＜栃木県、群馬県＞ （単位：戸）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H22の

増減率（％）

専業農家 19,192 18,810 19,685 21,121 20,796 8.4

第1種兼業農家 27,046 19,220 17,895 11,577 8,837 △ 67.3

第2種兼業農家 81,994 74,996 56,944 47,049 35,697 △ 56.5

合　計 128,232 113,026 94,524 79,747 65,330 △ 49.1
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【経営規模別農家数の割合】 

注）販売農家の値 

出典：農林業センサス 

【経営規模別農家数の推移】

＜関係市町＞ （単位：戸）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

1.0ha未満 11,846 10,148 7,893 6,111 4,675 △ 60.5

1.0～3.0ha 9,570 8,194 6,700 5,593 4,458 △ 53.4

3.0～5.0ha 791 806 782 770 703 △ 11.1

5.0ha以上 165 245 367 499 608 268.5

合　計 22,372 19,393 15,742 12,973 10,444 △ 53.3

＜関係県＞ （単位：戸）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

1.0ha未満 62,914 55,249 44,223 35,452 28,008 △ 55.5

1.0～3.0ha 53,545 45,964 38,738 32,799 26,422 △ 50.7

3.0～5.0ha 8,438 7,979 7,244 6,570 5,694 △ 32.5

5.0ha以上 3,335 3,834 4,319 4,926 5,206 56.1

合　計 128,232 113,026 94,524 79,747 65,330 △ 49.1
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④ 年齢別農業就業人口の動向

関係市町の農業就業人口は、平成７年の40,779人から平成27年の16,764人へと58.9％

減少しているが、関係県全体（平成７年：235,693人、平成 27年：105,977人、55.0％減

少）と比較して減少率は 3.9ポイント高くなっている。  

65歳未満の農業就業人口は、平成７年の 21,464人から平成 27年の 6,232人へと 71.0％

減少しているが、関係県全体（平成７年：126,720人、平成 27年：41,103人、67.6％減

少）と比較して減少率は 3.4ポイント高くなっている。 

【年齢別農業就業人口の推移】 

【年齢別農業就業人口の割合】 
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注）平成７年は総農家、平成 12 年以降は販売農家の値 

出典：農林業センサス 

 

 

⑤ 基幹的農業従事者数の動向 

関係市町の基幹的農業従事者数は、平成７年の 24,130人から平成 27年の 14,141人へ

と 40.3％減少している。関係県全体（平成７年：140,909 人、平成 27 年：90,831 人、

35.5％減少）と比較すると減少率は 4.8ポイント高くなっている。  

 

【基幹的農業従事者数の推移】 

 

 

 

【年齢別農業就業人口の推移】

＜関係市町＞ （単位：人）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

15～49歳 8,738 6,083 3,882 2,752 1,921 △ 78.0

50～59歳 6,345 4,319 4,006 3,229 1,871 △ 70.5

60～64歳 6,381 3,773 2,679 2,798 2,440 △ 61.8

65歳以上 19,315 16,681 14,848 13,334 10,532 △ 45.5

合　計 40,779 30,856 25,415 22,113 16,764 △ 58.9

＜関係県＞ （単位：人）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

15～49歳 52,992 41,146 27,842 18,579 13,245 △ 75.0

50～59歳 36,330 26,821 26,390 20,651 12,302 △ 66.1

60～64歳 37,398 23,539 16,742 16,421 15,556 △ 58.4

65歳以上 108,973 105,024 96,580 81,314 64,874 △ 40.5

合　計 235,693 196,530 167,554 136,965 105,977 △ 55.0
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注）平成７年は総農家、平成 12 年以降は販売農家の値 

出典：農林業センサス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基幹的農業従事者数の推移】

＜関係市町＞ （単位：人）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

男 13,546 11,776 10,932 9,608 8,358 △ 38.3

女 10,584 9,990 8,821 7,256 6,056 △ 42.8

合　計 24,130 21,766 19,753 16,864 14,414 △ 40.3

＜関係県＞ （単位：人）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

男 77,416 68,194 64,532 59,740 51,766 △ 33.1

女 63,493 60,754 54,654 48,164 39,065 △ 38.5

合　計 140,909 128,948 119,186 107,904 90,831 △ 35.5
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⑥ 借入耕地のある農家数と借入耕地面積の動向

借入耕地のある農家の借入耕地面積について、関係市町は平成７年の 3,505ha から平

成 27年の 6,524haへと 86.1％増加しており、関係県全体（平成７年：22,480ha、平成 27

年：39,369ha、75.1％増加）と比較して増加率は 11.0ポイント高くなっている。  

借入耕地のある農家数は関係市町及び関係県全体ともに減少傾向にあることから、農

家１戸当たりの借入耕地面積は年々増加しており、平成 27 年で関係市町は 1.6ha、関係

県全体も 1.7haとなっている。  

【借入耕地のある農家数と借入耕地面積の推移】 

注）販売農家の値 

出典：農林業センサス 

【借入耕地のある農家数と借入耕地面積の動向】

＜関係市町＞ （単位：戸、ha）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

農家数 6,210 6,342 5,450 4,838 4,172 △ 32.8

借入耕地面積 3,505 4,267 5,034 5,896 6,524 86.1

＜関係県＞ （単位：戸、ha）

区　分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
H7～H27の

増減率（％）

農家数 33,961 34,045 29,738 26,642 23,022 △ 32.2

借入耕地面積 22,480 26,775 30,912 35,964 39,369 75.1
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⑦ 耕作放棄地率の動向

関係市町の耕作放棄地率は、平成７年の 2.2％から平成 27年の 3.9％に増加している

が、平成 12 年の 4.4%から減少傾向にある。また、関係県全体の 4.7％を下回ってい

る。 

【耕作放棄率の推移】 

注）販売農家の値 出典：農林業センサス 
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⑧ 認定農業者数の動向

関係市町における認定農業者数は、平成７年の 137経営体から平成 27年の 1,448経

営体へと 957％増加しており、関係県全体（平成７年：2,039 経営体、平成 27年：

12,812 経営体、528％増加）と比較して 429ポイント高くなっている。 

【認定農業者数の推移】 

注）関係市町のうち、栃木市は旧藤岡町の数値を用いている。 

出典：栃木県、群馬県調べ 

【認定農業者数の推移】 （単位：経営体）

区　分 H7 H12 H17 H22 H27

H7～H27の

増減率

（％）

関係市町 137 572 999 1,434 1,448 957

関係県 2,039 7,194 10,182 12,439 12,812 528

137 

572 

999 

1,434 1,448 

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（経営体） 関係市町

2,039 

7,194 

10,182 

12,439 12,812 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（経営体） 関係県

20



⑨ 人・農地プランの取組状況 

高齢化や後継者不足などによる人と農地の問題を解決するため、平成 24年度から集

落や地域での話し合いに基づく「人・農地プラン」の作成・実行が進められており、平

成 28年 3月末時点で栃木県は全 25市町（164地区）おいて、群馬県は 34市町（107地

区）において「人・農地プラン」が作成されている。 

関係市町における作成地区数は 49地区あり、そのうち本事業地区内における作成地

区数は、19地区となっている。 

 

【人・農地プランの取組状況】 

           項目 

市町村名     

作成地区数   

  うち事業地区内 

栃木市 19 1  

足利市 12 2 

桐生市 1  1 

太田市 12 10 

館林市 1 1 

みどり市 1 1 

大泉市 1 1 

板倉町 1 1 

邑楽町 1 1 

計 49 19 

出典：関東農政局調べ（平成 28 年 3月時点） 
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⑩ 農業産出額の動向 

関係市町の農業産出額は、平成７年の 972億円から平成 17年の 778億円へと 20.0％減

少しており、関係県全体（平成７年：5,502億円、平成 17年：4,941億円、10.2％減少）

と比較して減少率は 9.8ポイント高くなっている。  

品目別の農業産出額の割合を見ると、関係市町において平成７年から 17年にかけ花き

５％、畜産６％、加工農産物 100％増加している。農業産出額の割合については、関係市

町は平成 17 年で米が 17％、麦類が４％、野菜が 46％となっており、特に野菜の割合が関

係県全体と比べて 15 ポイント高くなっている。  

 

【農業産出額の推移】 

 

 

 【農業産出額の割合】 
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出典：生産農業所得統計 

 

⑪ 作物の類別作付面積の動向 

関係市町の作付面積は、平成７年の 27,822haから平成 27年の 16,589haへと 40.4％減

少しているが、関係県（平成７年：160,560ha、平成 27年：125,932ha、21.6％減少）と

比較して減少率は 18.8ポイント高くなっている。  

類別の作付面積を見ると、関係市町では平成 7年から平成 27年にかけて雑穀豆類が

17.5％増加している。また、作付面積の割合について見ると、関係市町は平成 27年で

稲が 56％、麦類が 25％、野菜類が 10％の順となっており、麦類の割合が関係県に比べ

て高い。 

 

【類別作付面積の推移】 
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【農業産出額の推移】 （単位：百万円）

米 麦類
雑穀

豆類
野菜 果実 花き その他 畜産 加工農産物 計

H7 23,200 5,740 390 42,560 2,600 1,430 270 20,470 20 97,260

H12 15,640 4,280 410 39,930 1,870 1,820 290 19,830 80 84,260

H17 13,000 3,360 340 35,490 2,020 1,500 250 21,610 40 77,750

H7～H17の

増減率（%）
△ 44 △ 41 △ 13 △ 17 △ 22 5 △ 7 6 100 △ 20

米 麦類
雑穀

豆類
野菜 果実 花き その他 畜産 加工農産物 計

H7 155,600 17,000 3,100 160,700 18,000 13,600 13,300 163,400 2,300 550,200

H12 116,500 13,700 4,800 152,500 19,100 14,800 13,500 166,700 900 503,500

H17 99,400 11,900 3,900 150,800 18,700 13,200 10,800 184,500 1,100 494,100

H22 77,000 5,800 2,400 171,900 18,800 11,900 11,300 177,600 1,200 477,800

H27 65,900 5,600 2,100 194,800 17,900 12,000 12,500 215,300 1,300 527,300

H7～H27の

増減率（%）
△ 58 △ 67 △ 32 21 △ 1 △ 12 △ 6 32 △ 43 △ 4

金額

関係市町

関係県
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【類別作付面積の割合】 

出典：農林業センサス 
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注）販売農家の露地面積の値 

出典：農林業センサス 

【類別作付面積の推移】

＜関係市町＞ （単位：ha）

区分 稲 麦類 雑穀豆類 野菜類 果樹 その他 計

H7 16,107 7,826 315 2,940 429 205 27,822

H12 12,692 5,833 384 2,273 254 183 21,619

H17 12,592 6,528 448 5,215 234 168 25,185

H22 10,566 4,340 391 2,693 242 116 18,348

H27 9,271 4,191 370 1,674 193 890 16,589

△ 55.0 334.1 △ 40.4
H7～H27の増

減率（％）
△ 42.4 △ 46.4 17.5 △ 43.1

＜関係県＞ （単位：ha）

区分 稲 麦類 雑穀豆類 野菜類 果樹 その他 計

H7 103,277 23,803 3,106 17,997 4,407 7,970 160,560

H12 78,197 19,848 5,073 15,747 3,542 6,659 129,066

H17 72,807 20,296 6,075 19,202 3,212 6,425 128,017

H22 66,973 15,739 5,051 17,534 2,929 5,410 113,636

H27 69,222 18,709 5,013 17,815 5,300 9,873 125,932

H7～H27の増

減率（％）
△ 33.0 △ 21.4 61.4 △ 1.0 20.3 23.9 △ 21.6
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⑫ 地域指定の概要 

ア．野菜指定産地の状況 

栃木県は、８品目、13種別、群馬県は８品目 14種別の野菜指定産地があり、その

うち関係市町は、夏秋きゅうり、冬春きゅうり、冬春トマト、夏秋なす、冬春なす、

春ねぎ、秋冬ねぎ、秋冬はくさい、ほうれんそうの９種別の産地指定を受けている。 

 

【関係市の野菜指定産地の状況】 

 ＜栃木県＞ 

   

  ＜群馬県＞ 

種別 指定産地名 指定年月日 指定産地の区域 

夏秋きゅうり 

みどり桐生 S59.12.20 桐生市、みどり市 

太田 H10.5.20 太田市 

邑楽館林 S46.6.30 
館林市、板倉町、明和町、千代田町、

邑楽町 

冬春きゅうり 

みどり桐生 S53.6.26 桐生市、みどり市 

太田 S41.8.18 太田市 

邑楽館林 S41.8.18 館林市、板倉町、明和町、邑楽町 

冬春トマト 
みどり桐生 S56.1.23 桐生市、みどり市 

邑楽館林 H元.8.25 館林市、板倉町 

夏秋なす 

みどり桐生 H27.2.6 桐生市、みどり市 

邑楽館林 S43.10.15 
館林市、板倉町、明和町、千代田町、

大泉町、邑楽町 

冬春なす みどり桐生 H元.8.25 桐生市、みどり市 

春ねぎ 太田 H9.8.25 太田市 

 

 

種別 指定産地名 指定年月日 指定産地の区域 

冬春トマト 

足利 S60.6.22 足利市 

下都賀西部 H12.5.19 
栃木市（旧西方町の区域を除く）、壬

生町 

鹿沼 H3.8.26 鹿沼市、栃木市（旧西方町の区域） 
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種別 指定産地名 指定年月日 指定産地の区域 

秋冬ねぎ 太田 S42.6.19 太田市 

秋冬はくさい 邑楽館林 S41.8.18 
館林市、板倉町、明和町、千代田町、

大泉町、邑楽町 

ほうれんそう 
みどり桐生 H4.5.29 桐生市、みどり市 

太田 S55.7.15 太田市 

出典：「野菜生産出荷安定法の規定に基づき野菜指定産地を指定した件（平成 28 年 5月 9日農林水

産省告示第 1161 号）」 

 

【野菜指定産地】 

指定野菜（キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、

はくさい、ばれいしょ、ピーマン、ほうれんそう、レタスの 14品目）の生産地域であって、野

菜生産出荷安定法に定める作付面積及び共販率を満たす産地について、都道府県知事の申し出

を受けて農林水産大臣が指定する産地 

 

イ．野菜産地強化計画の実施状況 

平成 28 年度時点の野菜産地強化計画の実施状況を見ると、関係市町では 24 の計

画が作成され、産地強化に向けた取組みが行われている。 

 

【野菜産地強化計画の実施状況】 

  ＜栃木県＞ 

計画策定主体 品目名 認定年月日 関係市町村名 

JA足利 冬春トマト H28.1.18 足利市 

JAしもつけ 

冬春トマト H28.1.18 栃木市、壬生町、岩舟町 

いちご H28.7.13 栃木市、壬生町、岩舟町 

にら H28.7.13 栃木市、壬生町、岩舟町 

夏秋なす H28.4.8 栃木市、壬生町、岩舟町 

冬春なす H28.7.13 栃木市、壬生町、岩舟町 
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＜群馬県＞ 

計画策定主体 品目名 認定年月日 関係市町村名 

JA新田みどり 

夏秋きゅうり H28. 3. 8 桐生市、みどり市 

冬春きゅうり H27.12.18 桐生市、みどり市 

冬春トマト H27.12.17 桐生市、みどり市 

夏秋なす H28. 3.10 桐生市、みどり市 

冬春なす H27.12.18 桐生市、みどり市 

ほうれんそう H27.12.14 桐生市、みどり市 

夏秋きゅうり H28. 3.10 太田市 

冬春きゅうり H27.12.17 太田市 

春ねぎ H28.12.14 太田市 

秋冬ねぎ H28. 3. 8 太田市 

ほうれんそう H27.12.14 太田市 

  JA太田市 

夏秋きゅうり H27.12.17 太田市 

春ねぎ H27.12.14 太田市 

秋冬ねぎ H27.12.14 太田市 

ほうれんそう H27.12.14 太田市 

JA邑楽館林 

冬春きゅうり H27.12.18 館林市、板倉町、明和町、邑楽町 

夏秋きゅうり H28. 3. 8 
館林市、板倉町、明和町、 

千代田町、邑楽町 

秋冬はくさい H28. 3.10 
館林市、板倉町、明和町、 

千代田町、大泉町、邑楽町 

出典：栃木県、群馬県調べ 

【野菜産地強化計画】 

指定野菜等の産地において、産地の将来方向、当該産地における具体的な目標、目標を実現す

るための方策、その他産地の構造改革に必要な事項を記した計画で、都道府県知事の認定を受け

たものである。 
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２．事業により整備された施設の管理状況 

（１）本地区の排水状況

本地区は、国営渡良瀬川沿岸農業水利事業のほか県営事業等により整備された農業

用用排水路及び排水機場により、一級河川利根川水系大川をはじめその他の 12河川に

農業用排水を排出している。 

【計画排水系統模式図】 
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出典：渡良瀬川中央地区技術資料（平成 23年 3月） 31



（２）施設の概況

本事業で整備した施設は、邑楽東部第１排水機場、排水路（長堀支線直接排水路、長

堀支線排水路、庚申堀排水路、鶴巻川排水路、矢場幹線用水路、韮川排水路、廃川堀排

水路、廃川堀連絡水路）、遊水池（長堀六千石遊水池、大谷幹線遊水池、常光寺遊水池、

常光寺(第２)遊水池、早川田遊水池、矢場幹線遊水池、韮川遊水池、神の前・神明堀遊

水池、仲伊谷田承水溝遊水池、大箇野幹線遊水池）、水管理施設である。 

① 邑楽東部第１排水機場

  本機場は昭和３年に設置され昭和 39年に改修されたが、その後の住宅開発等による

洪水の流出形態の変化や地盤沈下の進行等により排水機能の低下をきたしていたため、

事業により全面改修を行った。 

種   目 内   容 

建   屋 鉄骨造 地上３階 面積 386㎡ 

ポンプ設備 立軸・斜流ポンプ 

φ2,000mm×２台（高流速、高回転） 

電動機出力 630KW×２台 

ポンプ能力 排水量 20.5㎥/s 

実揚程 3.5ｍ 

【建屋（正面）】 【建屋（南側）】 
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【ポンプ設備】 

出典：渡良瀬川中央地区技術資料（平成 23年 3月） 

② 排水路

排水の安定通水のため、６路線の既存水路で総延長 13.5km の改修と２路線総延長

4.9kmの排水路の新設を行った。 

名   称 延長(km) 構   造 備 考 

長堀支線直接排水路 4.8 コンクリート直壁型 新 設 

長堀支線排水路 2.5 コンクリート直壁型 改 修 

庚申堀排水路 2.4 コンクリート直壁型 改 修 

鶴巻川排水路 1.0 コンクリート直壁型 改 修 

矢場幹線用水路 1.8 コンクリート直壁型 改 修 

韮川排水路 1.9 コンクリートブロック積 改 修 

廃川堀排水路 3.9 コンクリート直壁型 改 修 

廃川堀連絡水路 0.1 コンクリート直壁型 新 設 

【長堀支線直接排水路】 【長堀支線排水路】 【庚申堀排水路】 
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【鶴巻川排水路】 【矢場幹線用水路】 【韮川排水路】 

【廃川堀排水路】 【廃川堀標準断面図】 

出典：渡良瀬川中央地区技術資料（平成 23年３月） 

③ 遊水池

大雨時の排水を一時的に貯留し、水路からの溢水を防止するため、堀り込み式遊水池

を 10箇所、総貯水量 540,000㎥の施設を新設した。 

名   称 容量(㎥) 構   造 備 考 

長堀六千石遊水池 56,000 掘り込み式 新 設 

大谷幹線遊水池 75,000 掘り込み式 新 設 

常光寺遊水池 38,000 掘り込み式 新 設 

常光寺(第２)遊水池 25,000 掘り込み式 新 設 

早川田遊水池 60,000 掘り込み式 新 設 

矢場幹線遊水池 6,000 掘り込み式 新 設 

韮川遊水池 91,000 掘り込み式 新 設 

神の前・神明堀遊水池 94,000 掘り込み式 新 設 

仲伊谷田承水溝遊水池 80,000 掘り込み式 新 設 

大箇野幹線遊水池 15,000 掘り込み式 新 設 

34



【大谷幹線遊水池】 

大雨時の遊水池への排水の流入状況 

【常光寺遊水池】 

【早川田遊水池】 
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【韮川遊水池】 

【大箇野幹線遊水池】 

出典：渡良瀬川中央地区技術資料（平成 23年 3月） 

④ 水管理施設

水管理施設は、地区内に散在する主要な施設を一体的に運用管理する施設であり、

適時適切な排水管理が行えるよう、子局（農業用用排水路や遊水池に設置された水

位計や雨量計）からのデータを、親局（中央監視所）で集中管理する施設を新設し、

排水管理の合理化、溢水・湛水被害の未然防止を図っている。 

親 局 中央監視所 １箇所 

子 局 TM/TC（テレメータ・テレコントロール） 17箇所 

TM  （テレメータ）                    16箇所 
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出典：渡良瀬川中央地区技術資料（平成 23年 3月） 

（３）施設の利用状況

本事業で整備した邑楽東部第１排水機場、排水路、遊水池、水管理施設は工事完了

後、順次供用開始されている。 

そのうち、邑楽東部第１排水機場における平成 23 年度～27 年度までの５ヵ年平

均の運転時間は年間 220時間程度である。 

また、水管理施設の導入によって、地区内で局所的に多発する雷雨による排水の流

入状況が早期に把握でき、夜間であっても迅速な対応が可能となったことにより、湛
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水被害の未然防止が図られている。 

（４）施設の管理状況

本事業により整備された施設は、国から関係市町並びに関係土地改良区に管理委

託され、管理規程等に基づき適切に管理されている。また、一部施設は、関係市町に

譲与され、維持管理計画等に基づき適切に管理されている。 

【施設の管理状況】 

施 設 名 管   理   者 

邑楽東部第１排水機場 栃木市、館林市、板倉町 

長堀支線直接排水路 太田市 

長堀支線排水路 待矢場両堰土地改良区 

庚申堀排水路 太田市 

鶴巻川排水路 太田市 

矢場幹線用水路 待矢場両堰土地改良区 

韮川排水路 待矢場両堰土地改良区 

廃川堀排水路 邑楽土地改良区 

廃川堀連絡水路 板倉町 

施 設 名 管   理   者 

長堀六千石遊水池 太田市 

大谷幹線遊水池 太田市 

常光寺遊水池 大泉町 

常光寺（第２）遊水池 邑楽町 

早川田遊水池 館林市 

矢場幹線遊水池 太田市 

韮川遊水池 太田市 

神の前・神明堀遊水池 太田市、邑楽町 

仲伊谷田承水溝遊水池 館林市、板倉町 

大箇野幹線遊水池 板倉町 

水管理施設 （「渡良瀬川中央地区水管理施設管理協議会」

を設置。） 
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【完了後の維持管理費の推移】 

  平成 23 年度～27 年度の過去５ヵ年の維持管理費の推移は増加傾向にある。これ

は、遊水池の法面の草刈り等の管理費用の増加や邑楽東部第１排水機場の吸水槽、

接続水槽の臨時的な補修によるものである。 

（５）施設の管理、利用上の課題

本事業により整備された施設においては、今後、老朽化による維持管理費の増加が

見込まれるため、施設の機能診断を的確に行い、関係機関の協力のもと、施設の長寿

命化、ライフサイクルコストの低減に向けた適切な維持管理を行った上で、将来的に

は計画的な更新対策を図っていく必要がある。 

また、排水路においては、ゴミの投棄の増加によって、ゴミがゲート等詰まり、安

定した通水の妨げとなっており、ほぼ毎日、土地改良区職員がゴミの回収を行うなど、

維持管理上の課題となっているため、土地改良区ではゴミ投棄防止を呼びかける看

板を設置するなどの対応を行っている。 

ゴミ投棄防止呼びかけの看板 

出典：待矢場両堰土地改良区ホームページ 
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３．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 

（１）作物生産効果 

作物生産効果は、事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業

なかりせば）の作物生産量の増減の比較により年効果額を算定している。 

 

① 効果算定対象面積の変化 

受益面積は、農地転用等により、計画時点（平成 12 年）の 9,400ha に対し、評価時点

（平成 28 年）は 8,602ha と 798ha 減少している。これに伴い、作物生産効果の対象面積

（本地面積）は 6,797ha から 6,267ha に減少している。 

 

区分 計画時点 

（平成 12 年） 

評価時点 

（平成 28 年） 

増減 

田 6,140ha 5,652ha △ 488ha 

普通畑 2,853ha 2,867ha 14ha 

樹園地 407ha 83ha △ 324ha 

計 9,400ha 8,602ha △ 798ha 

上記のうち、農振農用地面積 6,907ha 6,377ha △ 530ha 

本地面積 6,797ha 6,267ha △ 530ha 

出典：計画時点は事業計画書説明資料、評価時点は関係市町の転用実績等を基に整理。 

 

② 作付面積の変化 

主要作物の作付面積について、計画と評価時点を比較すると、水田フル活用の推進に

より新たに飼料用米（評価時点 511ha）が作付けされている。 

また、本事業及び関連事業による排水機能の回復により、ほ場の条件が改善され、麦

類の作付面積が増加（小麦 314ha 増、大麦 146ha 増）するとともに、桑畑から普通畑へ

の転換により、事業実施前に比べなす、すいか等の露地野菜が増加したほか、新たにに

がうり、ばれいしょが作付けされている。特にねぎは業務用の需要の高まりから、作付

面積が増加しており、現況及び計画を上回っている。 

個々の作物毎の変化を見ると、減少している作物もあるが、地区内では水稲を中心に

麦類を合わせた土地利用型の作物や多種多様な野菜を組合わせた複合的な営農が行わ

れており、現況及び計画に比べ土地利用率は向上している。 
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【作物別の作付面積の変化（田）】 

（単位：ha）

 

注）農振農用地の本地面積 

出典：計画時点は事業計画書説明資料の作物別作付率を基に整理。 

評価時点は農林水産統計年報及び経営所得安定対策等実績を基に整理。 

  

現況 計画
①

水稲 3,475 3,095 3,128 33

飼料用米 － － 511 511
大豆 108 145 28 △ 117
えだまめ 108 141 33 △ 108

飼料作物
（青刈りとうもろこし）

84 89 94 5

きゅうり（夏秋型） 244 305 211 △ 94
なす 150 169 159 △ 10
トマト（施設） 28 38 19 △ 19
いちご 37 52 28 △ 24

未成熟とうもろこし
（スイートコーン）

42 75 14 △ 61

にがうり 42
雨よけほうれんそう 113 211 38 △ 173
ねぎ 89 140 192 52
やまのいも 42 89 － △ 89
ばれいしょ － － 47 42
さといも 80 84 38 △ 46
ごぼう 14 33 33 0
花き（ばら） 14 23 28 5
調整水田 61 － 46 46

小計 4,689 4,689 4,689 0

小麦 450 474 764 290

大麦 403 460 549 89

飼料作物
（青刈りえん麦）

56 61 14 △ 47

きゅうり（冬春型） 173 215 160 △ 55
はくさい 108 118 19 △ 99
しゅんぎく（施設） 38 47 14 △ 33
だいこん 70 75 5 △ 70

小計 1,298 1,450 1,525 75

5,987 6,139 6,214 75

裏

作

合計

計画時点（平成12年） 評価時点
（平成28年）

②

増減

②－①

区
分

作物名

表

作

41



また、普通畑・樹園地の作物別作付面積について、計画時点（計画）と評価時点を比

較すると、普通畑では各作物の作付面積が増加している一方、樹園地では養蚕業の衰退

により桑の作付面積が大幅に減少している。 

 

【作物別の作付面積の変化（畑・樹園地）】 

（単位：ha） 

 

注）農振農用地の本地面積 

出典：計画時点は事業計画書説明資料の作物別作付率を基に整理。 

評価時点は農林水産統計年報等を基に整理。 

  

現況 計画
①

えだまめ 158 159 175 16

飼料用作物
（青刈りとうもろこし）

132 117 128 11

きゅうり（夏秋型） 197 199 218 19
なす 125 125 137 12
トマト（施設） 31 31 34 3
いちご 26 27 30 3
すいか 90 93 101 8

未成熟とうもろこし
（スイートコーン）

71 73 80 7

雨よけほうれんそう 222 229 249 20
ねぎ 90 93 101 8
やまのいも 98 101 111 10
さといも 63 56 61 5
かんしょ 33 31 34 3
ごぼう 81 82 90 42
花き（ばら） 7 8 9 1

小計 1,424 1,424 1,558 134

飼料作物
（青刈りえん麦）

7 16 17 1

きゅうり（冬春型） 4 6 6 0
はくさい 6 41 45 4

しゅんぎく（施設） 1 1 2 1

だいこん 6 27 30 3
小計 24 91 100 9

桑 139 139 11 △ 128
日本なし 15 15 9 △ 6

小計 154 154 20 △ 134

1,602 1,669 1,678 9

樹園地

合計

作物名

計画時点（平成12年） 評価時点
（平成28年）

②

増減

②－①

表

作

裏

作

地目
・

区分

普

通

畑
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③ 単位面積当たり収量の変化 

主要作物の単収（10a 当たり収量）について、計画と評価時点を比較すると、本事業

及び関連事業の実施により湛水被害の軽減やほ場の条件が改善されたこと等により、大

豆、きゅうり（夏秋型）、トマト、いちご、すいか、未成熟とうもろこし（スイートコー

ン）、雨よけほうれんそう、はくさい、ごぼうの単収が増収し、計画を上回っている。一

方、小麦・大麦は春先の天候不順、ねぎややまのいもは収穫前の長雨による病害の発生

により、計画を下回っている。 

 

【生産量の変化】                           （単位：ｔ）

注：花きの単収の単位は、本／10ａである。 

出典：計画時点は事業計画書説明資料、評価時点は農林水産統計年報等を基に整理。 

 

 

作物名 現況（平成11年） 計画

kg/10a kg/10a kg/10a

水稲 17,375 500 15,630 505 15,796 505

飼料用米 -        - -         - 3,781 740
小麦 2,025 450 2,133 450 2,926 383
大麦 1,854 460 2,116 460 1,867 340
大豆 140 130 194 134 42 149
えだまめ 1,357 510 1,542 514 919 442
なす 11,935 4,340 12,865 4,376 12,903 4,359
きゅうり（夏秋型） 14,068 3,190 16,163 3,207 14,522 3,385
きゅうり（冬春型） 21,860 12,350 27,294 12,350 19,213 11,574
トマト（施設） 5,735 9,720 6,728 9,751 5,284 9,970
いちご 1,367 2,170 1,726 2,185 1,471 2,537
すいか 2,961 3,290 3,060 3,290 3,351 3,318

未成熟とうもろこし
（スイートコーン）

701 620 934 631 812 864

にがうり -                - -                - 1,109 2,641
ねぎ 4,063 2,270 5,424 2,328 5,119 1,747
雨よけほうれんそう 14,070 4,200 18,480 4,200 12,708 4,428
はくさい 6,509 5,710 9,079 5,710 5,268 8,232
しゅんぎく（施設） 815 2,090 1,003 2,090 307 1,916
だいこん 2,956 3,890 3,968 3,890 1,264 3,612
ごぼう 1,435 1,510 1,741 1,514 2,091 1,700

さといも 1,673 1,170 1,639 1,171 943 953

やまのいも 2,198    1,570 3,027 1,593 1,244 1,121
ばれいしょ -        - -                - 953 2,027
かんしょ 502 1,520 475 1,533 510 1,499

飼料作物
（青刈りえん麦）

2,369 3,760 2,895 3,760 1,113 3,590

飼料作物
（青刈りとうもろこし）

13,090 6,060 12,618 6,125 12,696 5,719

花き（ばら） 21,000 100,000 32,000 100,000 24,135 65,231

評価時点
（平成28年）

事業計画（平成12年）
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④ 生産額の変化 

作物の生産額について、計画と評価時点を比較すると、すいか、にがうり、ごぼう、

ばれいしょ、かんしょは生産量の増加、いちご、未成熟とうもろこし（スイートコーン）

は単価の上昇により、生産額は計画を上回っている。一方、その他の作物は、生産量が

増加している作物もあるものの、近年の農産物価格の低迷等により、生産額は計画を下

回っている。 

 

【生産額の変化】                        （単位：百万円）

 

注：単価は直近５ヵ年間の平均、※は国が決定した価格、花きの単価の単位は円／本である。 

出典：計画時点は事業計画書説明資料、評価時点は農業物価統計等による。 

 

作物名 現況（平成11年） 計画

千円/ｔ 千円/ｔ 千円/ｔ

水稲 4,778 275※ 4,298 275※ 3,080 195

飼料用米 -        -        -        -        113 30

小麦 318 157※ 335 157※ 102 35

大麦 252 136※ 288 136※ 54 29

大豆 33 235※ 46 235※ 5 112

えだまめ 677 499 769 499 769 836
なす 4,464 374 4,812 374 4,348 337
きゅうり（夏秋型） 3,953 281 4,542 281 3,935 271
きゅうり（冬春型） 6,143 281 7,669 281 5,207 271
トマト 1,675 292 1,965 292 1,548 293

いちご 1,163 851 1,469 851 1,643 1,117

すいか 965 326 997 326 1,086 324

未成熟とうもろこし
（スイートコーン）

102 145 135 145 169 208

にがうり -        -        -        -        385 347
ねぎ 1,268 312 1,692 312 1,111 217
雨よけほうれんそう 7,527 535 9,887 535 5,770 454
はくさい 306 47 427 47 227 43
しゅんぎく 434 532 534 532 187 610
だいこん 180 61 242 61 154 122
ごぼう 331 231 402 231 523 250
さといも 335 200 328 200 125 132

やまのいも 1,150 523 1,583 523 575 462

ばれいしょ -        -        -        -        57 60
かんしょ 73       145 69       145 79 154

飼料作物
（青刈りえん麦）

52 22 64 22 27 24

飼料作物
（青刈りとうもろこし）

288 22 278 22 241 19

花き（ばら） 1,659 79 2,528 79 1,907 79

事業計画（平成12年） 評価時点
（平成28年）
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（２）営農経費節減効果 

営農経費節減効果は、事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事

業なかりせば）の労働費、機械経費等の増減の比較により年効果額を算定している。 

 

①  労働時間 

主要作物の年間労働時間について、計画と評価時点を比較すると、本事業及び関連事

業の実施による農地の湛水被害の防止により、湛水被害によって発生していた追肥作業

時間が軽減され、計画どおりの労働時間となっている。 

また、主要作物の年間機械経費については、評価時点における農業機械の時間当たり

稼働経費の下落により、計画を下回っている。 

 

（単位：hr/ha） 

作物名 地目 計画時点（平成 12 年） 評価時点 

（平成 28 年） 現況 計画 

水稲 田 12.0 8.5 8.5 

きゅうり 田 10.0 7.1 7.1 

畑 10.0 4.7 4.7 

出典：計画時点は事業計画書説明資料、評価時点は関係市町及び関係土地改良区聞き取り。 

 

②  機械経費 

主要作物の機械経費について、計画と評価時点を比較すると、主要作物の年間機械

経費については、評価時点における農業機械の時間当たり稼働経費の下落により、計

画を下回っている。  

（単位：円/ha） 

作物名 地目 計画時点（平成 12 年） 評価時点 

（平成 28 年） 現況 計画 

水稲 田 21,600 15,300 2,567 

きゅうり 田 14,000 9,912 8,754 

畑 14,000 6,608 5,836 

出典：計画時点は事業計画書説明資料、評価時点は「群馬県農業経営指標」等を基に整理。 

  

45



（３）維持管理費節減効果 

維持管理費節減効果は、事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合

（事業なかりせば）の維持管理費用の増減の比較により年効果額を算定している。 

本事業及び関連事業で整備された施設の維持管理費について計画と評価時点を比較

すると、計画の 48,480 千円に対し、新たに設置した遊水池の法面の草刈り費用等の増

加により評価時点（平成 23 年度から平成 27 年度迄の 5ヶ年平均）では 56,669 千円と

なっており、計画を上回っている。 

 

（単位：千円） 

区  分 計画時点（平成 12 年） 事後評価時点 

（平成 28 年） 現況 計画 

邑楽東部第１排水機場 23,782 23,103 15,480 

排水路 7,978 7,222 6,878 

遊水池 － 4,115 15,363 

水管理施設 － 14,040 18,948 

合  計 31,760 48,480 56,669 

出典：計画時点は事業計画書説明資料、 

評価時点は関係土地改良区総代会資料、関係市町及び関係土地改良区聞き取り。 

 

（４）災害防止効果 

災害防止効果は、事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業

なかりせば）の被害想定区域における被害軽減額の増減の比較により年効果額を算定

している。 

農地等の湛水被害の防止や付随的に発生する一般資産等の浸水被害の防止に伴う年

想定被害軽減額について計画と評価時点を比較すると、計画の 230,729 千円に対し、評

価時点では想定被害区域内の一般家屋の増加や一般家屋の評価額、労賃単価が上昇し

たこと等により、評価時点では 499,837 千円となっており、計画を上回っている。 

【年想定被害軽減額】             （単位：千円） 

区  分 計画時点 

（平成 12 年） 

事後評価時点 

（平成 28 年） 

農業部門 82,185 143,128 

一般・公共部門 148,544 356,709 

合  計 230,729 499,837 

注）評価時点は新設分に係る効果  

出典：計画時点は事業計画書説明資料、 

評価時点は、治水経済調査マニュアル(H17.4 国土交通省)により算定。 
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４．事業効果の発現状況 

（１）農地への被害の未然防止

本事業及び関連事業により、邑楽東部第 1排水機場や長堀支線直接排水路などの基幹的な排水

路（計画基準雨量 160ｍｍ/3日（桐生）、178ｍｍ/3日（館林）、190ｍｍ/3日（足利）、発生確率

1/10）が整備され、排水機能が回復している。 

そのため、事業実施前の平成 10 年 9月 15日～16日の台風５号（総雨量 182ｍｍ（桐生））で

は、本地区を含めて広範囲に被害が発生した（被害面積 1,882.4ha、農業被害額 11.4 億円（※平

成 10年当時の関係市町合計））ものの、事業完了後は、同程度の雨量があった平成 25年 10月 15

日～16 日の台風 26号（総雨量 174mm（館林）、180mm（足利））の豪雨の際も、地区内で大きな被

害は報告されておらず、農地の湛水被害が未然に防止されている。 

事業実施前の被害状況 

事業実施前後の変化について、受益農家を対象にアンケート調査を実施したところ、事業実施

後の湛水被害について 80％が「発生していない」「かなり少なくなった」「少なくなった」との回

答があった（問１参照）。また、「事業実施によって安心して農業が続けられるようになりました

か」の問いには、75％が「できるようになった」「ある程度できるようになった」と回答（問２参

照）しており、事業実施による農作物の被害防止について実感している。 

出典：渡良瀬川中央農地防災事業パンフレット 浸水・溢水被害状況 ※平成 10年 
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アンケート結果 農作物の湛水被害について（受益農家） 

問１ 事業実施後の農作物の湛水被害はどうなりましたか。 

問２ 安心して農業を続けられるようになりましたか。 

（２）農業生産の維持及び農業経営の安定

関係市町では、都市化の進展や農業構造の変化に伴い、事業実施前に比べて耕地面積や農家戸数、

農業算出額等は減少しているものの、本地域においては、本事業及び関連事業の実施により、排水施

設の機能回復及び洪水時における農地への湛水被害が未然に防止されているため、地域の農業生産が

維持され、産地収益力の強化や担い手の体質強化により、農業経営の安定化に寄与していると考えら

れる。 

① 産地収益力の強化

栃木県の耕地面積は 124,500ha（平成 27年）で 47都道府県中３位となっており、水田が 78％を占

めているが畑作物の生産が盛んで、野菜の産出額は 883億円（平成 27年、県農業産出額の 32%）で 47

都道府県中９位となっている。また、群馬県の耕地面積は 71,900ha（平成 27年）で 47都道府県中 19

位となっており、畑が 62％を占めており畑作物の生産が盛んで、野菜の産出額は 1,035 億円（平成 27

年、県農業産出額の 41%）で 47 都道府県中５位となっている。 

  このような背景から、栃木県は那珂川や鬼怒川、群馬県は利根川水系の豊富な水資源を活かし、多

彩な農産物の生産が行われており東京から 100km圏内に位置することからも首都圏の食料供給基地と

なっている。 

 こうした中、栃木県では「栃木県農業振興計画 2016-2020「とちぎ農業”進化”躍動プラン」（栃木

県 H28年２月）を策定し、成長産業として進化する農業を振興することとしている。また、群馬県で
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は「『野菜王国・ぐんま』推進計画」（群馬県農政部 H28年３月）を策定し、野菜産地の競争力の強化

や更なる発展を目指すこととしている。 

  栃木県が開発したいちご「とちおとめ」は、生産量・生産額とも全国１位を誇っており、よりブラ

ンド力のあるいちごとして新品種「スカイベリー」を開発し、他にも、水稲「とちぎの星」やにら「ゆ

めみどり」など数多くのオリジナル品種が開発されている。 

    群馬県は「『野菜王国・ぐんま』推進計画」（群馬県農政部 H28年３月）において県内で幅広く栽培

されている８品目（きゅうり、とまと、なす、いちご、きゃべつ、ほうれんそう、レタス、ねぎ）を

重点８品目と位置付け、県域で戦略的かつ総合的に推進することとしており、本地区では重点８品目

のうちきゅうり、トマト、なす等６品目が作付けされ、きゅうり、トマト、なす等は野菜指定産地に

指定されている。特に、関係市町における冬春きゅうりの生産量は、群馬県全体の約６割を占めてい

る。 

  これらの農産物の生産は、豊富な水資源と農業用用排水施設により維持されており、農業用用排水

施設の整備を行い農地への溢水、湛水を未然に防止することは、産地収益力の強化に大きく貢献して

いる。 

 

  栃木県オリジナル品種の例  

いちご「スカイベリー」     にら「ゆめみどり」      水稲「とちぎの星」 

                     出典：栃木県農業振興計画 2016-2020（栃木県 H28年２月） 

  

【冬春きゅうり生産量】 （t）

関係市町 群馬県
県生産量に対

する関係市町

の割合

生産量 18,287 32,200 57%

出典：農林水産統計年報（H27年産）

49



群馬県『野菜王国・ぐんま』推進計画における重点８品目 

きゅうり とまと 

作付面積の約９割が施設

栽培です。１月から６月ま

での促成栽培と９月から１

１月までの抑制栽培の２作

型の組み合わせが主体とな

っている。主な産地は板

倉町、館林市、前橋市等

で、３市町で県の収穫量の

半分以上を占めている。 

１月から６月の間は平

坦地の みどり市 や伊勢

崎市、藤岡市などで栽培

され、７月から１０月で

は夏の冷涼な気候を活か

して沼田市や昭和村、渋

川市、片品村等で栽培さ

れている。高糖度トマト

や加工向けの契約栽培な

ど、特徴のあるトマト生

産も行われている。 

なす いちご 

全国１、２位を争う作付

面積を誇る。夏に出荷が多

いのは、館林市、富岡市、

藤岡市、前橋市となってお

り、冬から春にかけては伊

勢崎市やみどり市など、県

の中部から東部地域の出荷

が多くなっている。 

平坦地から中山間地まで作

付けられており、標高差を利

用して１１月から７月まで収

穫されている。平坦地では藤

岡市、前橋市、富岡市、太田

市、館林市 など、中山間地で

は昭和村や渋川市などが 主な

産地となっている。 

キャベツ ほうれんそう 

７月から１０月に出荷さ

れる夏秋キャベツが年間出

荷量の９割以上を占めてい

る。主な産地は嬬恋村や長

野原町、昭和村等の北部地

域で、標高が高く、冷涼な

気候を活かして生産される

夏秋キャベツでは全国一の

生産量を誇っている。 

県内の平坦地から中山

間地まで産地が広がって

おり、標高差を活かすこ

とで、年間を通じて出荷

されている。主な産地は

平坦地の太田市 や伊勢崎

市、赤城山南麓地域の前

橋市、渋川市、中山間地

では昭和村などがある。 

レタス ねぎ 

５月から１０月にかけて

出荷される夏秋レタスが中

心で、年間の出荷量の約９

７％を占めている。主な産

地は赤城山西麓の昭和村を

はじめ沼田市や、長野原町

など北部地域となっていま

す。定植作業や栽培管理の

機械化により経営の大規模

化が図られている。 

１０月から３月

に出荷される秋冬

ねぎが年間の出荷

量の約８割を占め

ています。年間を

通じ太田市 が主力

産地であるが、このほか秋冬ねぎでは伊勢崎市

や前橋市、富岡市、春ねぎおよび夏ねぎでは藤

岡市などがある。また、西部地域の下仁田ねぎ

は全国的にも有名である。 

出典：群馬県農政部蚕糸園芸課ホームページ及び『野菜王国・ぐんま』推進計画（群馬県農政部 H28年３月） 
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また、夏期の気温が全国有数の高さである本地域の気象条件を活かし、平成９年頃からはにが

うりの栽培に取り組み、栽培面積を増やしている。現在は館林市を中心に 200戸以上の農家が

42ha（平成 28年）栽培しており、全国でも有数の産地に成長している。 

【にがうり生産出荷状況】 

区分 平成 26 年 平成 27年 平成 28年 

作付面積 37ha 37ha 42ha 

生産量 1,155t 1,168t 1,412t 

出荷量 1,098t 1,110t 1,341t 

出典：邑楽館林農業協同組合 

出典：JA邑楽館林ホームページ 

出典：邑楽町広報 
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② 担い手の体質強化

本事業及び関連事業の実施により、排水施設の機能回復及び洪水時における農地への湛水被害が

未然に防止されたことにより、農地の流動化や経営規模の拡大が進み担い手の体質強化が図られて

いる。本地域における借入耕地面積を事業実施前後で比較すると、平成７年の 3,505haから平成 27

年の 6,524haで 1.9倍に増加しており、戸当たり経営耕地面積も、平成７年の 1.23haから平成 27

年の 1.92haで 1.8倍に増加している。 

【農地の流動化(借入耕地面積)の推移】      【戸当たり経営耕地面積の推移】 

また、受益農家を対象としたアンケート結果では、「あなたの地域の農業は事業実施前と比べ

て、農作業の受委託、農地の貸し借りが増えたと思いますか」との問いに対して、半数以上が

「思う」と回答しており、農地の流動化の促進を実感している。 

アンケート結果 農地の受委託、貸借について 

問 あなたの地域の農業は事業実施前と比べて、農作業の受委託、農地の貸借が増えたと 

思いますか。 
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③ 担い手の育成・確保 

関係県における認定農業者は平成７年の 2,039 経営体から平成 27年の 12,812経営体へ 528％と

大きく増加している。関係市町においても平成７年の 137経営体から平成 27年の 1,448経営体と

10.6倍に増加している。 

関係県の担い手対策としては農地中間管理機構の活用、法人化の促進、研修会の実施、６次産業

化の取組促進等以下の通り推進されており、本地域内においても、別添事例の通り多様な担い手が

活躍している。 

なお、平成 27年の関係市町の借入耕地面積 6,524haに対し、関係市町の農地中間管理機構の転

貸面積は 132haであり、更なる農地中間管理機構を介した農地の流動化の促進が期待される。 

 

 

栃木県農業振興計画 2016-2020の担い手対策としては、以下の対策を推進することとしている。 

・担い手への農地集積・集約化（農地の受け手となる認定農業者や法人化された集落営農組織の

確保を進めるとともに、農地中間管理機構の機能を十分に活用する等。） 

・法人化等の促進（担い手が不足する地域では集落営農の組織化を進めるとともに、既存組織の

再編や法人化を促進等） 

・新規就農者の確保・育成（就農相談会の開催や青年就農給付金の活用など就農意欲の喚起を図

る。農業法人と就農希望者とのマッチングを支援する等。） 

・女性農業者の活躍促進（女性の感性や発想を活かした６次産業化や新たな販路の開拓、集落営

農活動など女性が農業・農村のあらゆる分野で活躍できる環境づくりを進める等） 

 
出典：栃木県農業振興計画 2016-2020（栃木県 H28年２月） 

 

群馬県の「『野菜王国・ぐんま』推進計画」の担い手対策としては、以下の対策を推進するこ

ととしている。 

・農業団体等との連携や就農相談、新農業人フェア等の活用を通して、後継者、新たな担い手の

確保を積極的に進める。 

・新規就農や品目転換を希望する者に対しては、基本的技術の研修会等を実施、認定農業者等の

規模拡大や収益性の高い経営を目指す者に対しては、より専門的な研修会等を実施する等、意

欲ある農業者に対して積極的に支援する。 

・生産技術、経営技術を継承する取組として、県の普及指導員とＪＡの営農指導員のノウハウを

組み合わせたシステムを構築し、技術の継承やレベルアップを進める。 

・企業参入については、新たな野菜生産の担い手の一つと位置づけで、必要な支援を行う。 

・６次産業化等の農畜産物の高付加価値化や新商品・新メニューの開発・販売の促進を支援す

る。 

 
                 出典：『野菜王国・ぐんま』推進計画（群馬県農政部 H28年３月） 

 

 

 

 

 

 

 
 

    注）関係市町のうち、栃木市は旧藤岡町の数値を用いている。 

                                   出典：栃木県、群馬県調べ 

  

【認定農業者数の推移】 （単位：経営体）

区　分 H7 H12 H17 H22 H27

H7～H27の

増減率

（％）

関係市町 137 572 999 1,434 1,448 957

関係県 2,039 7,194 10,182 12,439 12,812 528
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営農事例１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：平成 27年優良経営事例調査（関東農政局農村振興部農村環境課） 

  

①乾田化により麦の単収増加 

以前は湿田のため、麦では播種後の発芽障害に度々見舞われ、多

い時はまき直しが 3回も行われた。単収は当時 300㎏/10aほどで

あったが、事業を契機に乾田化が図られ、生育も良好となり単収

480 ㎏まで収獲可能となった。さらに、除草剤の効き目が持続し、

品質の安定と環境負荷低減にもつながった。 

経営体の概要 

営農改善のポイント 

③行政等と連携した農地利用の促進（土地利用調整）  

個人では解決が難しい農地集約や遊休農地等の問題、貸し借り

について話し合い、課題を解決するための「地区農地利用推進委

員会」が設立され、関係者一体となって農地集約等を進めてい

る。平成 27 年度からほ場整備 6ha（畦畔撤去等含む）が実施さ

れ、今後もさらなる集約が予定されている。 

 当氏は耕作意欲が減退した小規模農家から農地を任され規模拡大を進めていたが、農家相対

で話をするため、ほ場が分散化し、集積によるメリットがいかしきれなかった（他の担い手も

同様な悩みを抱えていた）。そこで、平成 26年度に行政と JAが連携し、問題を解決するため

の組織「地区農地利用推進委員会」が設立され、これにより農地集約が促進された。 

取組の経緯と営農転換のポイント等 

平成 13 年 

基幹作物：きゅうり（施設）、水

稲、大麦 

経営面積：8.75ha 

平成 26年 

基幹作物：きゅうり（施設）、水稲、 

大麦 

経営面積：17.75ha 

大型トラクター 

撤去予定の畦畔 

②機械化と集団化によるコストの低減  

麦作の本格化に伴い、H13 年頃に作付から収獲までを一貫して受

託する麦作組合が結成され、大型トラクターや 5条刈りコンバイ

ン等の大型機械を共同で利用し、コストの低減やほ場作業の省力

化が図られた。 

農地利用を集落の担い手が話し合い大区画化を実現 

～ Ａ 氏 ～ 
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営農事例２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出典：平成 27年優良経営事例調査（関東農政局農村振興部農村環境課）  

①大型機械の導入と耕地面積の拡大  

事業を契機に乾田化が図られ、大型機械の導入が可能となった

ことから作業の効率化・省力化が図られ、省力化された労力を活

用し飼料作物の作付面積拡大も図っている。 

 

足腰の強い環境にやさしい資源循環型畜産経営の取り組み  

～ Ｂ 氏 ～ 

経営体の概要 

   

当初、経営の柱を肥育牛にすえ、牛舎を増築するなど頭数の拡大を優先し、250 頭規模まで拡

大した。平成 13年以降、牛肉の輸入自由化・ＢＳＥ発生・排泄物対策等による販売価格の低迷

やコストの増大による収益性の悪化に直面したが、米麦・飼料作物・露地野菜を組み合わせた

有畜複合経営による資源循環型農業に取り組み、環境負荷の低減を図るとともに収益性の向上

も実現している。  

営農改善のポイント 

取組の経緯と営農転換のポイント等 

③資源循環型複合経営の確立（栽培技術の確立・向上） 

牛には独自配合の飼料を給餌し、産出された完熟堆肥を米や

麦、はくさいに利用することで、減化学肥料栽培に取り組んでい

る。また、はくさい後作に飼料用とうもろこしを無肥料で作付し

過剰窒素を吸収させることで、麦の生育を安定させる輪作体系を

確立した。 

平成７年 

基幹作物：水稲、麦、はくさい 

経営面積：8.75ha  

飼育頭数：肥育牛 250頭 

平成 27年 

基幹作物：水稲、麦、飼料用とうもろこし 

経営面積：23.2ha  

飼育頭数：肥育牛 222頭 

飼料用とうもろこしラッピング 

独自配合飼料を食べる牛 

麦の収穫 

②良質な自給飼料の生産と肉質向上の取り組み 

飼料用とうもろこしは、従来のサイロ詰め保管では重労働で飼

料の品質維持も難しい面があり、作付を断念していたが、細断型

ロールベーラーの導入により、労力の軽減を図り飼料用とうもろ

こしの作付を拡大し、飼料コストの削減と通年給与を実現させ

た。また、飼料用米も県と実証試験を行い地域に先がけて導入す

るなど、飼料の高品質化による肉質向上の取り組みを積極的に行

っている。 
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営農事例３ 

えだまめ用農業機械 

①機械化による省力化

えだまめは、収穫から出荷調整までの作業が労働時間の大半を占

めるため、自動脱莢機と選別機を導入し、もぎ取りから選別、予冷

までを機械化することにより省力化を積極的に進めた。また、直播

栽培体系と乗用防除機を導入することによって、ほ場作業の省力化

も図った。その結果、えだまめの作付面積を 3ha（H22 年）から 9ha

までに拡大し、施設野菜と露地野菜を複合させた大規模野菜経営を

実現させた。 

経営体の概要 

   

以前は、湛水被害の少ない施設栽培で規模拡大を図ろうとしたが、事業による排水対策によ

り畑地の湛水被害が減ったことで、露地野菜が安定的に作付けできるようになったことから、

新たに露地野菜（えだまめ）を導入し規模拡大を進めた。また、施設野菜では、夏場の高温に

より栽培が不安定であった夏作ほうれんそうをこまつなに切り替え、経営の安定を図った。 

営農改善のポイント 

取組の経緯と営農転換のポイント等 

②地域の農地保全

当氏は、離農により空いたビニールハウスや農地を積極的に借り

受けることで、生産規模の拡大を図りつつ、地域の農地保全にも貢

献している。 

平成 19 年 

基幹作物：施設（小玉すいか、 

ほうれんそう） 

経営面積：2.0ha 

平成 26年 

基幹作物：施設（ほうれんそう、こまつな） 

 露地（えだまめ、ほうれんそう） 

経営面積：15.1ha 

えだまめの出荷調整作業 

出典：平成 27年優良経営事例調査（関東農政局農村振興部農村環境課） 

露地野菜の導入と機械化による大規模野菜経営の確立 

～ Ｃ 氏 ～  

③法人化による経営の安定化

露地野菜の積極的導入による経営規模の大幅な拡大とともに、栽

培作物も多様化したことから、平成 25年 7月に後継者である長男と

株式会社を設立し経営の安定化を進めている。 
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営農事例４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出典：平成 27年優良経営事例調査（関東農政局農村振興部農村環境課）  

①経営規模の拡大  

規模拡大の起点は、昭和 40年代から実施された県営事業で、当

時は用水の取水口が 1箇所しかなく、下流の水田では 7月中旬頃

に田植えをしており、田植え期間も短く、規模拡大を阻む要因と

なっていた。しかし、事業によって取水口が整備され、通水が早

まり適期に田植えが可能となり、品質・単収が向上したとともに

規模拡大も可能となった。 

その後、当該事業により乾田化が図られ大型機械の導入が可能

となる中、地域では高齢化と後継者不足のため農地の出し手が多

く存在していたこともあり、これらの農地を借り受け規模拡大を

進め、平成 22年には 22ha（平成 7年比 2.8 倍）の集積を果たし

た。 

 

個人経営による規模拡大及び借地を集約した取り組み 

～ Ｄ 氏 ～ 

経営体の概要 

   

事業により乾田化が図られ大型機械の導入が可能となる中、地域では高齢化と後継者不足の

ため農地の出し手が多く存在していたこともあり、これらの農地を借り受け規模拡大を進め

た。一方で、ほ場が分散化し、農地の集約も課題となっていたが、担い手同士で調整すること

で農地を集約し、機械等の作業性を向上させるなど一層の省力化に努めている。  

営農改善のポイント 

取組の経緯と営農転換のポイント等 

③栽培技術の確立・向上 

ほ場の状況を的確に把握するため、詳細な栽培日誌をつけ、施

肥量等を管理し品質、収量の向上を図っている。 

平成 11 年 

基幹作物：水稲、小麦、六条大麦、野菜 

経営面積：12.3ha  

平成 27年 

基幹作物：水稲、小麦、二条大麦、野菜 

経営面積：26.2ha  

地区内大型コンバインによる 

麦刈り 

②担い手同士の土地利用調整 

規模拡大する一方で、ほ場が分散化し、100 箇所を越えるほ場の

管理が課題となっていたが、担い手同士で使用借地権を交換し、

現在では 70 箇所ほどにほ場をまとめ、作業性向上と移動によるロ

スを大幅に減らした。 
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営農事例５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

出典：平成 27年優良経営事例調査（関東農政局農村振興部農村環境課） 

事業を契機とした大規模野菜経営の確立と地域雇用への尽力  

～ Ｅ 氏 ～ 

経営体の概要 

   

事業による排水対策により畑地の湛水被害が減ったことから、大型機械等の導入により規模

拡大し、常時雇用 10名の他、臨時雇用数名を雇う大規模な経営へ移行した。周年雇用を確保す

るための作付計画と高齢化した従業員の健康面を考えた品目の導入など経営者として従業員か

らの信頼も厚い。 

取組の経緯と営農転換のポイント等 

①農地集積と大規模野菜（露地施設複合）経営（規模拡大）  

事業を契機として大型機械等を導入し効率化を図り、事業実施

前の 4.3haから約 6倍の 26.5haまで拡大、施設野菜と多品目の露

地野菜を複合させた大規模野菜経営を実現させた。 

 

営農改善のポイント 

③６次産業化と社会貢献 

本年からごぼうの連作障害対策としてたまねぎを栽培し学校給

食へ提供している。Ｅ氏の二男は、その縁から地元中学校へ出前

授業を行い地域の食育推進活動にも貢献している。また、将来的

には高齢化する自身や従業員、また、地域の障害者雇用の場とし

て自家産かんしょの加工施設を計画している。 

平成 11 年 

基幹作物：かんしょ（苗用種芋）、

ごぼう、だいこん、ほうれんそう 

経営面積：4.3ha  

労 働 力：４人（S60年時点） 

平成 26年 

基幹作物：かんしょ（苗用種芋）、ごぼ

う、ねぎ、その他野菜類 

経営面積：26.5ha  

労 働 力：５人、常勤パート 10人 

ねぎ作付状況 

かんしょ貯蔵庫 

②多品目の導入と計画的作付による作業量の平準化 

Ｅ氏は規模拡大とともに従業員を大切にしている。通年の作業

量を平準化することを第一に考えた播種時期と作付面積としてい

る。それぞれの体力にあった作業を通年行えるよう工夫し、収

獲・出荷作業はＥ氏夫妻を中心に 60代の従業員が葉菜類を担当

し、露地の重量野菜に関しては二男を中心とした若手従業員が担

当する二班体制をとっている。 

 

58



（３）事業による波及効果 

① 生活安全性の向上 

事業実施前の平成 10 年９月 15 日～16 日の台風５号による水害では、床上浸水 12 戸、床下浸

水 128 戸の住宅被害（※平成 10 年当時の関係市町合計）が発生したが、本事業及び関連事業によ

り邑楽東部第１排水機場などの基幹的な排水施設が整備されたことにより、事業実施後は同程度

の雨量（平成 25 年 10 月 15 日～16 日の台風 26 号（総雨量 174mm（館林）、180mm（足利））の際で

も大きな被害は報告されておらず、住宅等の浸水被害が解消されている。 

この点について、地域住民を対象にアンケート調査を実施し、事業実施後の浸水被害状況につ

いて尋ねたところ、85％が「とても少なくなった」「やや少なくなった」「以前と変わらない（被

害なし）と回答している（問１参照）。 

また、「遊水池等の排水施設の整備により、台風や大雨時における道路や家屋への浸水被害の心

配がなくなり、安心して生活できるようになりましたか。」の問いには、75％が「できるようにな

った」「ある程度できるようになった」と回答（問２参照）しており、家屋の浸水被害の軽減によ

り生活安全性の向上を実感している。 

 

事業実施前の被害状況 

 

 

 

 

参考 一般家屋の想定浸水延べ床面積の例（1/10 確率降雨） 

区分 

浸水戸数 

（戸） 

① 

平均床面積 

（㎡） 

② 

浸水延べ 

床面積 

（ha） 

③＝①×② 

事業を実施しな

かった場合(事

業なかりせば) 

8,161 

33.8～50.8 

27.6～41.5 

事業を実施した

場合 

(事業ありせば) 

11 0.03～0.05 

出典：費用対効果分析資料 

 注：平均床面積は 101.5 ㎡であるが、一般家屋が２階～３階建てと想定されるため、101.5 ㎡を２及び３で割って 

求めた。 

 

浸水・溢水被害状況（太田市内）※平成 10 年 

出典：群馬県農村整備課及び太田市ホームページ 
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アンケート結果 道路・家屋の浸水被害について 

 

問１ 事業実施後、道路や家屋などの浸水被害の頻度はどうなりましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 遊水池等の排水施設の整備により台風や大雨時における道路や家屋への浸水被害の心配が 

なくなり、安心して生活できるようになりましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地域活動の取組み 

本地区内では 36 組織が、「多面的機能支払交付金」を活用し、水路の泥上げ等の地域資源の基礎

的保全活動（農地維持支払）や、水路や農道脇への花の植栽による良好な農村環境の保全活動等（資

源向上支払）に取り組んでいる。  

 

【受益地内における活動組織（平成 27 年度末時点）】 

市町村名 活動地区 活動組織名 取組面積 

足利市   荒金町    荒金町明るい街づくりの会 32.7ha 

太田市 

北金井 北金井町活動組織 16.9ha 

大鷲 大鷲むらづくり推進協議会 10.5ha 

上強戸 上強戸むらづくり推進協議会 17.3ha 

矢田堀 矢田堀農事組合農業資源保全会 27.6ha 

緑町 緑町「水・農・里保全」協議会 34.6ha 
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出典：市町資料 

 

 

 

【活動の様子】 

・大間々用水と地域農業を守る会（みどり市） 

 

西長岡 西長岡みどり保全会 71.6ha 

成塚 成塚地域づくり推進協議会 24.6ha 

寺井 寺井地区むらづくり推進協議会 46.1ha 

下強戸 下強戸むらづくり推進協議会 45.6ha 

新野町 新野水土里会 29.1ha 

小金井南 小金井南水とみどりの会 56.2ha 

市野井町 市野井水利組合 28.2ha 

田島堀 田島堀地域環境保全協議会 26.9ha 

台 台水土里保全推進協議会 74.7ha 

湯之入 湯之入美田保全グループ 12.9ha 

西野 西野環境保全共同活動グループ 18.5ha 

新田市野井町・新田金井町 市前水土里会 27.0ha 

鳥山中町 鳥山中町水土里会 17.6ha 

館林市 

大島町 岡里地域保全会 32.3ha 

高根町・木戸町 高根地域資源保全会 31.6ha 

木戸町 木戸地域資源保全会 65.0ha 

   楠町・四ツ谷町   楠地域資源保全会 24.8ha 

みどり市 
   久宮    大間々用水と地域農業を守る会 168.7ha 

清水 鹿田山環境保全ネットワーク 172.0ha 

板倉町 

中新田 中新田むらづくり推進協議会 73.2ha 

板倉西部 板倉西むらづくり推進協議会 117.2ha 

板倉東部 板倉東むらづくり推進協議会 145.7ha 

大荷場 大荷場むらづくり推進協議会 80.2ha 

下五箇 下五箇南部むらづくり推進協議会 97.3ha 

邑楽町 

篠塚 宮内みどりを守る会 20.1ha 

藤川 藤川しぜんをまもろう会 49.8ha 

本郷・江原 江原新田子々ヶ崎地区田圃を守る会 26.5ha 

赤堀 十軒自然保存会 21.9ha 

鶉 鶉開田みどりを守る会 34.0ha 

秋妻 柳原ほぜん会 5.1ha 
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出典：みどり市提供写真 

③ 地産地消の推進

本事業や各種事業の実施により、生産基盤の整備が進み、農地の汎用化や湛水被害が解消された

こと等から地区内では多様な農産物の生産が行われている。

本地域内において、県の推進する野菜や果樹などが生産されており、日本一の生産量を誇るきゅ

うりを始めとする多種多様な農産物が栽培されており、これらの農産物に加え、農産物加工品が５

箇所の農産物直売所で販売されるなど地産地消の推進が図られている。特にＪＡ直営の農産物直売

所は、県内外からの多くの利用者で賑わいをみせており、年間約 50 万人（平成 25 年度～27 年度

平均）の顧客が訪れている。 

また、地域の農畜産物処理加工施設組合では活動の一環として、定期的な栽培講習会を開催し、

女性や高齢者を中心に野菜作りの促進活動を行っている。 

さらに、群馬県の「『野菜王国・ぐんま』推進計画」の重点８品目以外で地域毎に推進品目を定め

ており、県東部館林地区の地域別推進計画においてにがうりの振興（H26 年 41ha→H31 年 47ha）

を図ることとしており、地域の女性グループが新たな地域の特産品であるにがうりを活用した商品

化（ゴーヤまんじゅう等）にも取り組んでおり、加工・販売を通じた所得の向上と地域活性化に寄

与している。 

【関係市町の農産物直売所一覧】 

市町名 施設名 開設年 

太田市 

（旧太田市） 

JA 太田市 九合直売所 平成 ９年 

JA 太田市 城西の杜直売所 平成 16 年 

館林市 JA 邑楽館林 農産物直売所ぽんぽこ 平成 20 年 

邑楽町 JA 邑楽館林 農産物直売所ふれあい食彩館 平成 15 年 

邑楽町あいあいセンター 平成 ８年 

出典：群馬県ホームページ（ぐんまアグリネット）ほか 
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事例 

【JA 邑楽館林 農産物直売所 ぽんぽこ】 

・利用者数：約 50 万人（平成 25～27 年度平均） 

・販売金額：約 10 億円（平成 27 年度）※県内トップクラスの販売金額を誇る。 

  

 

（館林市楠町 1987-1）        出典：JA 邑楽館林ホームページほか 

 

【JA 太田市 九合直売所】                  【JA 太田市 城西の杜直売所】 

 

               （太田市飯塚町 130）                        （太田市城西町 53） 

出典：JA グループホームページ 

 
【邑楽町あいあいセンター】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（邑楽町大字中野 2644）              出典：邑楽町提供写真 

関東農政局ホームページ 
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事例 

邑楽町農畜産物処理加工施設利用組合 
（平成 25 年度 地産地消優良活動表彰 関東農政局長賞（地域振興部門）受賞） 

 

 

 

 

 

 

（取組内容） 

１．地域の農林水産業の振興 

邑楽町で生産される農産物を使用することを心掛けており、 

・加工部では、ゴマ、もち米、そば（一部）、ささげは農家に契約栽培してもらっている。 

・麺類部では、転作田でそばを生産する組合員や地元のそば生産者のものをできるだけ 

買い上げるようにしている。 

・直売部では、農産物出荷者協議会を立ち上げ、定期的に栽培講習会等を開催し、女性や 

高齢者を中心に野菜作りを促している。 

 

２．地域の農林水産物の有効活用 

新たな地域特産物であるゴーヤを活用し、ゴーヤの佃煮、ゴーヤまんじゅう、ゴーヤかり

んとう等を商品化するほか、夏場に集中して収穫される邑楽町特産のニガウリも加工・販売

もしている。 

 

  

 

 

出典：関東農政局ホームページ 

 

 

  

組織概要 

 ○代表者 橋本 恵美子 

 ○構成員 生産者 20 名、その他（組合員） 20 名 
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④ 土地改良施設等の情報発信 

施設を管理する土地改良区（邑楽土地改良区）では、毎年 100 人程度が参加する排水機場等の土

地改良施設を巡るウォーキングイベントを開催し、多くの参加者に土地改良施設の PR 等を行ってい

る。また、一部の遊水池では地域住民が参加し遊水池の除草作業が行われている。 

 

（排水機場見学の様子） 

出典：農林水産省ホームページほか 

【大谷幹線遊水池】       

 

 

 

 

 

 

 

 
地域住民による除草作業     

 

⑤ その他（歴史・文化） 

 歴史・文化環境ゾーンでは、歴史的背景を踏まえた施設の整備を行った。 

・長堀支線直接排水路及び長堀支線排水路 

  新設する長堀支線直接排水路は、歴史的資産である推定東山道駅路と２箇所で交差しており、

工事用地の最小化や文化財の記録的保存（標柱の設置）を行った。また、国指定文化財生品神社

周辺の長堀支線排水路については、歴史的な周辺景観・環境に配慮した水路を整備した。 

 

【長堀支線直接排水路】             【長堀支線排水路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

標柱 
間伐材を使用した防護柵 

御影石張りの路面 

（生品神社参道を横断する

道路下への水路埋設に際

し、歴史的景観に配慮） 

65



（４）事後評価時点における費用対効果分析の結果

費用対効果分析は、費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化等に基づき、評価期間（工

事期間＋一定期間（40 年））において、当該事業と関連事業及びその他一体的に効果を発現してい

る施設の資産減価額、再整備不要の合計（総費用）と事業効果の発現状況を踏まえた全ての効果

（総便益）から総費用総便益比を算定した。 

① 算定した効果項目の比較

事後評価時点における本事業及び関連事業の実施により発現している効果を、定量化して便益

として算定した項目の一覧を事業計画時点と比較すると下表のとおりである。 

効果項目 計画時点 

（平成 12 年） 

評価時点 

（平成 28 年） 

作物生産効果 ○ ○ 

営農経費節減効果 ○ ○ 

維持管理費節減効果 ○ ○ 

更新効果注１ ○

災害防止効果 ○ ○ 

公共施設保全効果注１ ○

景観・環境保全効果注２ ○

国産農産物安定供給効果注２ ○
注１：更新効果、公共施設保全効果については、総費用総便益比方式において除外されていること 

から、事後評価時点では算定を行っていない。 

注２：景観・環境保全効果及び国産農産物安定供給効果については、事後評価時点において新たに 

追加された項目であり、計画時点では算定を行っていない。 

② 費用対効果分析の結果

事後評価時点における本事業及び関連事業の実施により発現している効果を定量化して総費

用総便益比方式により費用対効果分析を行うと下表のとおりであり、事後評価としての総費用

総便益比は「4.14」となった。 

【総費用総便益比の総括】 

区  分 算 定 式 数  値 

総費用（現在価値化） ③＝①＋② 115,744,111 千円 

当該事業による費用      ① 39,257,882 千円 

その他費用 
(関連事業費+資産価額+再整備費) 

② 76,486,229 千円 

年総効果（便益）額 ④ 11,164,696 千円 

評価期間 
(当該事業の工事期間+40 年) 

51 年

割引率 0.04 

総便益額（現在価値化） ⑤ 480,123,720 千円 

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷③ 4.14 
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【年総効果（便益）額】 

効 果 項 目 年総効果（便益）額 

作物生産効果  1,163,035 千円 

営農経費節減効果 △ 1,756 千円

維持管理費節減効果 △ 75,678 千円

災害防止効果（農業関係資産） 993,890 千円 

災害防止効果（一般資産） 8,453,113 千円 

災害防止効果（公共資産） 563,740 千円 

景観・環境保全効果 50,492 千円 

国産農産物安定供給効果 17,860 千円 

合 計 11,164,696 千円 

なお、事後評価において、事業計画時点で把握できていなかった効果項目を定量化して新たに

算定していることから、事業計画時と事後評価時のそれぞれの費用対効果分析方式に当てはめ、

比較すると下表のとおりである。 

事業計画（平成 12 年） 

【投資効率方式】 

評価時点（平成 28 年） 

【総費用総便益比方式】 

区 分 数 値 区 分 数 値 

総事業費（C） 41,000,000 千円 総費用（C） 115,744,111 千円 

妥当投資額

（B） 

41,296,337 千円 総便益（B） 480,123,720 千円 

投資効率

（B/C） 

1.01 総費用総便益比

（B/C） 

4.14 

出典：計画時点は事業計画書説明資料、評価時点は費用対効果分析資料。 
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５．事業実施による環境の変化 

 本事業では、関係市町の田園環境整備マスタープランとの整合を図りつつ、関係機関、地域住民と調

整を行い、環境との調和に配慮した施設整備を行った。整備にあたっては、地域に存在する「生活環境」、

「自然環境」、「歴史・文化」をもとに整備構想を策定（環境配慮ゾーニング）し、地域住民が住みよい

環境づくりの実現に向けて取り組んでいる。 

 

（１）生活環境 

  遊水池の整備に当たっては、地域住民を対象にアンケート調査やワークショップを実施し、意見を

設計に活かしたことにより、ビオトープなどの親水機能の付加や多目的広場として軽スポーツ等の利

用が可能となっている。このため、遊水池においては、スポーツ少年団が野球の練習場として活用す

るなど地域に親しまれた施設となっているほか、水路沿いに整備された管理用道路等は、地域住民が

散歩やサイクリングに利用しており、住民の憩いの場として住みよい環境づくりの実現に寄与してい

る。 

 
        【長堀六千石遊水池】       【常光寺遊水池】 

 

 

 

 

 

 

 

 
       スポーツ少年団が練習場として利用       法面へアジサイを植栽 

 

 

 

 （２）自然環境 

事業の実施に当たっては、水路沿いに間伐材を使用した防護柵を設置するなど、周辺の景観に配

慮した整備を行うともに、鶴巻川ではコイ、ドジョウ、オイカワなど、廃川堀ではメダカ、ドジョ

ウ、フナなどの魚類の生息環境に配慮し、魚巣ブロック、深み、ワンドを設置した。事業実施前後

の変化について、施設の維持管理を行っている土地改良区からの聞き取り及び関東農政局農村環境

課調査（平成 27年度水域ネットワーク調査）によると、現在も事業実施前と同様の魚類が生息して

おり、生息環境の保全が図られている。 

   

 
【廃川堀】                

 

 

 

 

 

 

 

 
既存池を利用したワンド     地下水循環による水質保全型水路      魚類等生息環境保全のための 

魚巣ブロック 
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６．今後の課題 

（１）事業効果を持続的に発現させるための施設管理の実施 

 

本地区では、本事業及び関連事業で整備された施設の他、既存の農業用用排水路等により適切に

排水が行われ、大雨時の湛水被害が未然に防止されているものの、今後、これら施設の老朽化等に

よる維持管理費の増加が見込まれるため、施設の機能診断を的確に行い、関係機関の協力のもと、

施設の長寿命化、ライフサイクルコストの低減に向けた適切な維持管理、計画的な更新対策を図っ

ていく必要がある。また、維持管理を行う主体は農家だけでなく、防災等の効果を享受している住

民も含めた地域全体で行っていく必要がある。 

また、農家だけではなく、防災等の効果を享受している住民も含めた地域全体で維持管理を行っ

ていくことが重要である。 

 

（２）都市近郊に立地する特性を活かした営農等の展開 

 

本地区は、水稲、麦類を主体とした土地利用型農業や多様な野菜を組合せた複合的な営農が展開

されており、都市近郊に立地する地の利を活かし、農産物直売所を活用した多様な農産物や農産物

加工品の販売が行われている。 

今後とも、消費者のニーズを適格に把握しつつ立地特性を活かした多種多様な農作物の栽培、都

市近郊からのさらなる集客、地区内農産物を利用した特産品の開発などの取組を促進していく必要

がある。 

 

（３）地域農業の担い手の育成・確保 

 

事業完了後、関係市町の認定農業者数は増加傾向にあり、地域農業の担い手が育成・確保されて

いる。 

今後は、｢人・農地プラン｣等を踏まえ、農地中間管理機構を活用した農地の賃貸借や農業生産基

盤整備による生産性の向上等による安定的な経営基盤の強化を図り、継続的に担い手を育成・確保

していく必要がある。 
 

（４）施設に対する住民の理解の醸成 

 

地区内の一部水路においては、ゴミの投棄によりゲート等に詰まり、下流への通水が阻害され、

関係土地改良区が頻繁にゴミの回収を行なっている。 

このような状況の中で、土地改良施設やこれを管理する土地改良区の役割を知ってもらうため、

排水機場等の施設を巡るウォーキングイベント等を毎年開催しており、イベントを通じ、地域住民

の施設に対する理解の増進に取り組んでいるが、地域住民の理解は必ずしも十分とは言い難い状況

にある。 

今後も、ゴミの投棄防止及び水路の管理や景観保全について一層の理解を醸成するなど、地域住

民への情報発信を継続・拡充し、土地改良施設やこれを管理する土地改良区の認知度の向上を図っ

ていく必要がある。 

69



第３章 総合評価 
 
 本事業及び関連事業により、地区内の排水施設の整備を行い、地区全体にわたる排水機能の回復及

び災害の未然防止が図られており、以下に挙げる事業効果の発現が認められる。 

 

 

（１） 農業生産性の向上 

 

    本事業及び関連事業による地区内の排水機能の回復により、農地の湛水被害が防止さており、

事業実施前に被害が発生した際と同程度の雨が降っても地区内では大きな被害は報告されておら

ず、農作物の湛水被害の解消が図られている。 

また、農地の湛水被害が未然に防止されていることにより、地区内ではきゅうり、トマト、な

す等の多様な作物が栽培され、地域の農業生産が維持されている。特に、関係市町の冬春きゅう

りの生産量は県全体の約６割を占めるとともに、平成９年からはにがうりの栽培に取り組み、現

在は館林市を中心に200戸の農家が栽培しており、全国でも有数の産地となっている。 

 

（２） 地域農業構造の改善 

 

本事業及び関連事業によって、地区内の排水機能が回復し、農地の湛水被害が未然に防止され

たことにより、事業実施前に比べ借入耕地面積が 1.9倍に増加するとともに、戸当たり経営耕地

面積が 1.8倍、認定農業者が 10.6倍になっており、担い手への農地集積が促進し、体質強化が図

られている。 

 

（３）事業による波及効果 

 

本事業及び関連事業により、農地の湛水被害は防止されるとともに、家屋等の一般資産の浸水被

害も防止されており、地域住民の生活安全性が向上している。 

また、遊水池の整備に当たっては、地域住民を対象にアンケート調査やワークショップを実施し、

意見を設計に活かしたことにより、多目的広場として利活用が可能となり、スポーツ少年団が野球

の練習場として活用するなど地域に親しまれた施設となっており、遊水池の除草作業に地域住民の

参加も見られる。 

 

（４）土地改良施設等に対する理解の醸成 

 

地区内では、土地改良施設を巡るウォーキングイベント等を通じ、施設や土地改良区に対する地

域住民の理解増進に取り組んでいるものの、水路へのゴミの投棄は減っていないなど、地域住民

の理解は必ずしも十分とは言い難い状況にあることから、今後とも地域住民への情報発信を継

続・拡充し、施設やこれを管理する土地改良区の認知度の向上を図っていく必要がある。 

また、農家だけではなく、防災等の効果を享受している住民も含めた地域全体で維持管理を行っ

ていくことが重要である。 
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【参考】渡良瀬川中央地区事後評価アンケートについて 

（１）目的

受益農家と地域住民を対象に、事業効果の発現状況を把握することを目的に実施

した。 

（２）調査対象者

①受益農家：関係土地改良区の協力の下、組合員の中から 500戸を抽出した。

②地域住民：受益面積の大きい２市２町（太田市、館林市、板倉町、邑楽町）の

住民基本台帳の中から 1,000戸を無作為に抽出した。 

（３）実施時期

①受益農家：平成 28 年６月 29日～７月 20日

②地域住民：平成 29 年１月 10日～１月 31日

（４）配布・回収方法

調査票は、受益農家用と地域住民用の２種類を作成し、受益農家用は関係土地改良区

にて配布・回収、地域住民用は郵送にて配布・回収を行った。 

（５）配布数・回答数等

①受益農家

土地改良区名 配布数 回答数 回収率 

待矢場両堰土地改良区 300 264 88.0％ 

邑楽土地改良区 150 141 94.0％ 

藪塚台地土地改良区 50 39 78.0％ 

計 500 444 88.8％ 

②地域住民

市 町 名 配布数 回答数 回収率 

太田市 300 90 30.0％ 

館林市 200 58 29.0％ 

板倉町 300 86 28.7％ 

邑楽町 200 59 29.5％ 

（住所不明） 19 

計 1,000 312 31.2％ 
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